
(証券コード 1898)
平成24年６月13日

株 主 各 位
東京都港区芝公園二丁目９番３号

取締役社長 佐 藤 俊 昭

第63回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第63回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さい

ますようご案内申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、きたる平成24年６月27日（水曜日）午後６時まで

に到着するように、折りかえしご送付下さいますようお願い申し上げます。

敬具

記
1. 日 時 平成24年６月28日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都港区芝公園二丁目５番20号

メルパルク東京 ４階 孔雀

（今回から会場を上記の場所に変更いたしました。末尾の株主総会
会場ご案内図をご参照のうえ、お間違えのないようご注意願います。）

3. 目 的 事 項

報告事項 1. 第63期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および

監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第63期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）計算

書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 取締役８名選任の件

第２号議案 監査役３名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付にご提出下
さいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた
場合には、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.seikitokyu.co.jp)に
掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による供給面での

制約が緩和されるもとで、企業の生産活動や輸出は一時的な落ち込みから緩やか

な回復基調に転じたものの、夏以降は、欧州債務問題の深刻化や歴史的な円高の

進行等により再び停滞感が強まるなど、総じて厳しい状況のまま推移いたしまし

た。

　道路建設業界におきましても、国の公共投資関係費は平成23年度補正予算の効

果により前年度を上回る水準となりましたものの、それぞれの地域における事業

量には大きな偏りが見られるなど、建設需要が総体的に回復するには至らず、依

然として熾烈な企業間競争が続く厳しい事業環境となりました。

　このような状況のもと、当社グループでは、事業活動を通じ震災の復旧・復興

支援に尽力する一方、平成23年度を初年度とする「中期３ヶ年経営計画」（平成23

年４月１日～平成26年３月31日）に基づき、収益の源泉となる工事受注の確保と

舗装用資材の販売促進に全力を挙げて取り組むとともに、経営資源の再配分や調

達コストの見直しを積極的に進めるなど、収益構造の改善を推し進め、利益の確

保に努めてまいりました。

　その結果、当社グループの業績につきましては、受注高（製品売上高および不

動産事業等売上高を含む）は703億29百万円（前連結会計年度比15.3％増）、売上

高は648億18百万円（同9.2％増）、経常利益は21億78百万円（同12.1％増）とな

り、また、有利子負債削減に向けた賃貸事業用不動産の売却などにより、特別損

失として３億42百万円を計上いたしましたが、当期純利益は18億86百万円（同9.9

％増）となりました。

　部門別の事業の概況は以下のとおりであります。

「建設事業」

　建設事業におきましては、地域の需要動向に応じた営業・施工体制の整備拡充

を機動的に進めるとともに、社会のニーズを見定めた差別化商品の積極的な営業

展開、工事原価の低減、管理システムの改善による利益の逸失防止などに全社を

挙げて取り組み、収益確保を図ってまいりました。

　その結果、当連結会計年度の業績につきましては、受注高は506億32百万円（前

連結会計年度比19.5％増）、完成工事高は451億21百万円（同10.8％増）、営業利益

は11億79百万円となりました。
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　なお、当連結会計年度における主要な受注工事および完成工事は、次のとおり

であります。

　 （主要受注工事）

発 注 者 工 事 名 工事場所

東日本高速道路株式会社 東北自動車道仙台管内舗装災害復旧工事 宮 城 県

宮 城 県 高舘川上（１）外道路災害復旧工事 宮 城 県

東日本高速道路株式会社 東北自動車道十和田管内舗装補修工事 秋 田 県

国土交通省東北地方整備局 日本海沿岸東北自動車道矢引地区舗装工事 山 形 県

東 京 港 埠 頭 株 式 会 社 平成23年度外貿埠頭ヤード舗装及びその他補修工事 東 京 都

中日本高速道路株式会社 東名高速道路（改築）社家地区側道整備工事 神 奈 川 県

中日本高速道路株式会社 東海環状自動車道大垣西～養老間舗装工事 岐 阜 県

中日本高速道路株式会社 東名阪自動車道四日市地区舗装改良工事 三 重 県

西日本高速道路株式会社 近畿自動車道吹田管内舗装補修工事 大 阪 府

阪神高速道路株式会社 淀川左岸線舗装工事 大 阪 府

　 （主要完成工事）

発 注 者 工 事 名 工事場所

東日本高速道路株式会社 東北自動車道佐野ＳＡスマートインターチェンジ工事 栃 木 県

京浜急行バス株式会社 （仮称）新子安営業所新築工事 神 奈 川 県

中日本高速道路株式会社 第二東名高速道路沼津長泉地区調整池工事 静 岡 県

中日本高速道路株式会社 第二東名高速道路静岡遮音壁工事 静 岡 県

中日本高速道路株式会社 名神高速道路彦根管内舗装補修工事（Ｈ22年度） 滋 賀 県

阪神高速道路株式会社 舗装補修工事（22－１－大管） 大 阪 府

西日本高速道路株式会社 阪和自動車道海南～有田舗装工事 和 歌 山 県

西日本高速道路株式会社 山陽自動車道福山管内舗装補修工事 広 島 県

国土交通省中国地方整備局 尾道・松江自動車道菅谷南地区舗装工事 島 根 県

防 衛 省 九 州 防 衛 局 新田原（22）駐機場整備等土木工事 宮 崎 県

「舗装資材製造販売事業」

　舗装資材製造販売事業におきましては、需要の伸び悩みに加え、原材料価格の

高騰など厳しい事業環境を強いられるなか、引き続き、製造効率の向上や販売価

格の見直しに注力し収益の確保に努めてまいりました。

　その結果、市場環境悪化による影響はありましたものの、当連結会計年度の業

績につきましては、製品売上高は271億35百万円（前連結会計年度比4.2％増）、営

業利益は30億11百万円となりました。
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「不動産事業等」

　不動産事業等におきましては、売上高は６億32百万円（前連結会計年度比6.2％

減)、営業利益は96百万円となりました。

　当社の事業の概況は以下のとおりであります。

　当事業年度の業績につきましては、受注高（製品等売上高を含む）は688億29百

万円（前年同期比14.5％増）、売上高は633億67百万円（同8.3％増）、経常利益は

19億82百万円（同9.8％増）、当期純利益は18億19百万円（同11.0％増）となりま

した。

　なお、剰余金の配当につきましては、当社の財務内容や自己資本の状況を勘案

するとともに、事業環境の先行きが極めて不透明な状況であることに鑑み、財務

体質の強化と内部留保の充実を早期に図るべく、誠に遺憾ながら当期の期末配当

を見送らせていただくことといたしました。株主の皆様には、深くお詫び申し上

げますとともに、何卒事情ご賢察のうえ、格別のご理解を賜りますようお願い申

し上げます。

「当社における部門別受注高、売上高および繰越高」

(単位：百万円)

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

工

事

部

門

アスファルト舗装 12,786 39,061 32,607 19,240

コンクリート舗装 1,350 2,090 2,028 1,412

土 木 工 事 等 4,716 8,192 9,247 3,661

計 18,853 49,345 43,883 24,314

製 品 部 門 等 ― 19,484 19,484 ―

合 計 18,853 68,829 63,367 24,314
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　(2) 対処すべき課題

　今後の経済情勢につきましては、政府の経済対策等が下支えとなり、国内経済

は緩やかな回復軌道を辿ることが期待されますが、海外経済の減速懸念や原油高、

さらには電力供給問題など、いまなお多くの不安要因が存在しており、景気の先

行きは依然として不透明な状況にあります。

　道路建設業界におきましても、平成24年度は復興事業の本格化により、公共建

設投資の増加が見込まれるものの、中長期的には、国・地方自治体の財政状況を

反映した公共事業費の抑制傾向は今後とも続く見通しであり、また、激しい受

注・販売競争が続く一方で、資源・エネルギー価格の高騰による工事原価や製造

コストの上昇も憂慮されるなど、事業環境の厳しさに変わりはないものと予想さ

れます。

　このような状況を踏まえ、当社グループでは、引き続き「中期３ヶ年経営計画」

に基づき、経営資源の効率的な活用や調達コストの抜本的な見直しを進めるなど、

これまで実行してきた収益構造の改善と財務基盤強化に向けた取り組みをさらに

深化させるとともに、新たな需要の創出や事業領域の拡大等、将来を見据えた成

長戦略についても、より積極的な展開を図ることにより、厳しさを増す事業環境

においても安定的・継続的に収益を確保できる経営基盤の早期確立に努めてまい

ります。

　また、社会資本整備の一端を担う企業グループとして、総力を挙げて震災の復

旧・復興支援に尽力することはもとより、安全・品質の確保や環境保全、コンプ

ライアンスに対する取り組みをより一層強化するなど、生活基盤創造企業として

の責務を誠実に果たし、引き続き社会からの信頼に応え、企業価値の向上に邁進

してまいる所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。
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　(3) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は６億６百万円であ

り、主要な設備投資は次のとおりであります。

「舗装資材製造販売事業」

当 社 妙見島合材工場 アスファルトプラント設備更新

　(4) 資金調達の状況

　特記すべき資金調達は行っておりません。

　(5) 財産および損益の状況の推移

区 分
第60期

(平成21年３月期)
第61期

(平成22年３月期)
第62期

(平成23年３月期)
第63期(当連結会計年度)
(平成24年３月期)

受 注 高 68,668百万円 68,449百万円 61,010百万円 70,329百万円

売 上 高 62,598百万円 71,589百万円 59,365百万円 64,818百万円

経 常 利 益 489百万円 3,705百万円 1,943百万円 2,178百万円

当 期 純 利 益 326百万円 3,283百万円 1,715百万円 1,886百万円

１株当たり当期純利益 2円30銭 22円48銭 11円85銭 10円54銭

総 資 産 48,069百万円 50,348百万円 47,339百万円 49,597百万円

純 資 産 5,065百万円 8,349百万円 8,544百万円 8,801百万円

(注) 1. 第60期においては、前期からの繰越工事高の減少により売上高は大きく減少したものの、
コスト低減や製品販売価格の見直しを進めたことにより、当期純利益は３億26百万円とな
りました。

2. 第61期においては、前期からの繰越工事高の増加や大型工事の完成により売上高が増加し
たことに加え、コストコントロールの徹底等による利益改善効果が顕著に現れ、経常利益、
当期純利益とも大幅な増益となりました。

3. 第62期においては、市場縮小による影響に加え、前期からの繰越工事高の減少や、東日本
大震災の影響により一部地域で工事の発注・施工が停止したことなどにより、減収減益を
余儀なくされました。

4. 第63期（当連結会計年度）においては、前記「(1) 事業の経過およびその成果」に記載の
とおりであります。
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　(6) 重要な親会社および子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％

新 世 紀 工 業 株 式 会 社 49 100.00 舗 装 用 資 材 の 製 造 販 売

エ ス テ ィ 建 材 株 式 会 社 35 100.00 産 業 廃 棄 物 の 処 理

エス・ティ・サービス株式会社 50 100.00 自動車等の販売および賃貸

(注) 1. 当社の連結子会社は上記の重要な子会社３社を含め５社であります。
2. 当社は、平成24年２月29日付をもって、連結子会社でありました株式会社水戸プロパティ

ーの全株式を譲渡いたしました。
3. 前連結会計年度末において連結子会社でありました中外エンジニアリング株式会社は、重

要性が低下したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外いたしました。

　(7) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

　当社グループは、建設事業および舗装資材製造販売事業を主要な事業内容とし

ており、東急グループの一員として建設事業の分野を担っております。

　当社は、建設業法により特定建設業者「(特－19）第1962号」として国土交通大

臣許可を受け、舗装工事、土木工事および水利工事などを行っております。また、

アスファルト合材などの製造および販売ならびにこれらに関連する事業を行うほ

か、宅地建物取引業法により宅地建物取引業者「(2）第83097号」として東京都知

事免許を受け、不動産に関する事業を行っております。

　(8) 主要な営業所および工場（平成24年３月31日現在）

　 ① 当社の主要な営業所および工場

本 店：東京都港区芝公園二丁目９番３号

支 店：北海道支店(北 海 道） 関 東 支 店(東 京 都）
東 北 支 店(宮 城 県） 北関東支店(埼 玉 県）
北 陸 支 店(新 潟 県） 東関東支店(千 葉 県）
名古屋支店(愛 知 県） 東 京 支 店(東 京 都）
関 西 支 店(大 阪 府） 横 浜 支 店(神奈川県）
中 国 支 店(広 島 県） 関東製販事業部(東 京 都）

九 州 支 店(福 岡 県）

営 業 所 等：（64ヵ所)

技 術 研 究 所：（栃木県)

試 験 所：（７ヵ所）

機材センター：（栃木県)

合材混合所等：（47ヵ所)
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　 ② 重要な子会社

新 世 紀 工 業 株 式 会 社 (奈 良 県）

エ ス テ ィ 建 材 株 式 会 社 (福 岡 県）

エス・ティ・サービス株式会社 (東 京 都）

　(9) 従業員の状況（平成24年３月31日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

824名 16名減

　 ② 当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

812名 19名減 43.0歳 18.4年

(10) 主要な借入先（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,595

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 2,466

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,143

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 842
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2. 会社の株式に関する事項（平成24年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 500,000,000株

普 通 株 式 481,600,000株

Ａ種優先株式 6,000,000株

Ｂ種優先株式 12,400,000株

(2) 発行済株式の総数 192,902,037株

普 通 株 式 187,072,037株

Ａ種優先株式 4,000,000株

Ｂ種優先株式 1,830,000株

(注) 1. 当事業年度中において、当社定款に定める金銭を対価とする取得条項に基づき、Ａ種優先
株式1,000,000株およびＢ種優先株式2,190,000株をそれぞれ取得いたしました。

2. 当事業年度中において、当社定款に定める普通株式を対価とする取得請求権行使に伴い、
Ｂ種優先株式5,810,000株を取得し、普通株式58,100,000株を発行いたしました。これによ
り、発行済株式の総数が58,100,000株増加いたしました。

3. 当事業年度中の取得により自己株式となりましたＡ種優先株式1,000,000株および
Ｂ種優先株式8,000,000株は、すべて消却いたしました。これにより、発行済株式の総数
が、9,000,000株減少いたしました。

(3) 株 主 数

普 通 株 式 11,001名 (前事業年度末比 3,594名増)

Ａ種優先株式 1名

Ｂ種優先株式 1名

　(4) 大 株 主

株 主 名
持 株 数

持株比率
普通株式 Ａ種優先株式 Ｂ種優先株式 合 計

千株 千株 千株 千株 ％

東 急 建 設 株 式 会 社 29,659 4,000 ― 33,659 17.47

フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資事業組合 17,862 ― 1,830 19,692 10.22

日本証券金融株式会社 12,939 ― ― 12,939 6.71

東京急行電鉄株式会社 7,669 ― ― 7,669 3.98

松 井 証 券 株 式 会 社 3,762 ― ― 3,762 1.95

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 3,242 ― ― 3,242 1.68

三 菱 商 事 株 式 会 社 3,000 ― ― 3,000 1.56

山 内 正 義 2,200 ― ― 2,200 1.14

世紀東急工業従業員持株会 1,863 ― ― 1,863 0.97

水 戸 証 券 株 式 会 社 1,499 ― ― 1,499 0.78

(注) 1. 持株比率につきましては、自己株式（206,266株）を控除して算出しております。
2. Ａ種優先株式およびＢ種優先株式につきましては、議決権を有しておりません。
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3. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役および監査役の氏名等（平成24年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 小 寺 浩 社長執行役員

取 締 役 森 山 藤 夫 常務執行役員 事業推進本部長

取 締 役 佐 藤 俊 昭 常務執行役員 管理部門管掌 経営企画部長

取 締 役 齋 藤　一 彦 常務執行役員 事業推進本部副本部長兼事業推進部長兼営業部長

取 締 役 渡 邊 彰 日本リバイバル債権回収株式会社代表取締役社長
フェニックス･キャピタル株式会社取締役
日本橋梁株式会社取締役（社外取締役）

取 締 役 巴 政 雄 東京急行電鉄株式会社常務取締役
東急ファイナンスアンドアカウンティング株式会社代表取締役社長

取 締 役 飯 塚 恒 生 東急建設株式会社代表取締役社長

取 締 役 前 野 龍 三 フェニックス･キャピタル株式会社マネージングディレクター
ティアック株式会社取締役（社外取締役）

常 勤 監 査 役 髙 田 周 治

常 勤 監 査 役 菊 地 隆

監 査 役 岩 田 哲 夫 東京急行電鉄株式会社常勤監査役（社外監査役)
東急建設株式会社監査役（社外監査役）

監 査 役 富 田 勉 東急建設株式会社常勤監査役

監 査 役 下 澤 賢 治 東急建設株式会社常勤監査役

(注) 1. 取締役 渡邊 彰、巴 政雄、飯塚恒生、前野龍三の各氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 岩田哲夫、富田 勉、下澤賢治の各氏は、社外監査役であります。
3. 監査役 髙田周治氏は、東急建設株式会社において長年にわたる経理部門の経験を有して

おり、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4. 平成23年６月29日開催の第62回定時株主総会終結の時をもって、取締役相談役 佐伯清之、

取締役 菊地賢三、野本弘文、常勤監査役 宇佐美和喜の各氏は任期満了により退任いた
しました。

5. 平成23年６月29日開催の第62回定時株主総会において、巴 政雄氏は取締役に、菊地 隆
氏は監査役にそれぞれ新たに選任され就任いたしました。

6. 重要な兼職先に該当する法人等と当社との関係は次のとおりであります。
(1) 東急建設株式会社は、平成24年３月31日現在、当社の株式を33,659千株（普通株式

29,659千株、Ａ種優先株式4,000千株）保有いたしております。なお、同社と当社との間
には工事の請負等の取引があります。

(2) フェニックス・キャピタル株式会社は、平成24年３月31日現在、当社の株式を19,692千
株（普通株式17,862千株、Ｂ種優先株式1,830千株）保有するフェニックス・キャピタ
ル・パートナーズ・ツー投資事業組合の業務執行組合員であります。

(3) 東京急行電鉄株式会社は、平成24年３月31日現在、当社の普通株式を7,669千株保有いた
しております。なお、同社と当社との間には工事の請負等の取引があります。

(4) 東急ファイナンスアンドアカウンティング株式会社と当社との間には、資金の貸借等の
取引があります。

(5) 日本リバイバル債権回収株式会社、日本橋梁株式会社ならびにティアック株式会社と当
社との間には、特別な関係はありません。
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7. 平成24年４月１日付をもって、取締役の地位および担当を次のとおり変更いたしました。

地 位 氏 名 担 当

代表取締役社長 佐 藤 俊 昭 社長執行役員

取 締 役 相 談 役 小 寺 浩

取 締 役 齋 藤　一 彦 専務執行役員 事業推進本部長

取 締 役 森 山 藤 夫

8. 平成24年４月１日付をもって、取締役 前野龍三氏は、フェニックス・キャピタル株式会
社の取締役に就任いたしました。

9. 当社は監査役 岩田哲夫、富田 勉、下澤賢治の各氏を株式会社東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

10. 当社は執行役員制度を導入いたしております。なお、平成24年４月１日現在における取締
役兼務者以外の執行役員は次のとおりであります。

執 行 役 員 古川 司、佐々木正博、平本公男、小泉隆男、大島好人、鍛治秀充、
工藤貴司、平 喜一、打越 誠、五十嵐明弘、東 茂人

　(2) 当事業年度にかかる取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 支 給 額 摘 要

取 締 役 ８名 73百万円 (うち社外取締役 ２名 1百万円)

監 査 役 ３名 20百万円 (うち社外監査役 ―名 ―百万円)

合 計 11名 94百万円 (うち社外役員 ２名 1百万円)

(注) 1. 当事業年度末現在の人員数は取締役８名（うち社外取締役４名)、監査役５名 (うち社外監
査役３名）であります。なお、上記の支給人員との相違は、平成23年６月29日開催の第62
回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名、監査役１名がそれぞれ含まれてい
ること、また無報酬の取締役２名（うち社外取締役２名）、監査役３名（うち社外監査役３
名）がそれぞれ在任していることによるものであります。

2. 平成18年６月29日開催の第57回定時株主総会において、取締役（使用人兼務取締役の使用
人分給与は含まない）の報酬限度額は年額３億24百万円以内、監査役の報酬限度額は年額
60百万円以内とそれぞれ決議いただいております。
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　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該法人等との関係

　他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該法人等との関係につきまし

ては「(1) 取締役および監査役の氏名等」に記載のとおりであります。

　 ② 当事業年度における主な活動状況

　社外取締役および社外監査役の各氏は、取締役会または監査役会において、

それぞれその豊富な経験と幅広い知見に基づき、経営全般にわたる事項につき

意見表明を行うほか、監査結果の意見交換や監査に関する重要事項について協

議を行うなど、必要に応じ適宜発言をいたしております。

　なお、当事業年度における取締役会および監査役会への出席状況は次のとお

りであります。

区 分 氏 名 取締役会（14回開催） 監査役会（６回開催）

取 締 役 渡 邊 彰 11回出席 ―

取 締 役 巴 政 雄 ８回出席 ―

取 締 役 飯 塚 恒 生 13回出席 ―

取 締 役 前 野 龍 三 11回出席 ―

監 査 役 岩 田 哲 夫 13回出席 ４回出席

監 査 役 富 田 勉 14回出席 ６回出席

監 査 役 下 澤 賢 治 14回出席 ５回出席

（注）取締役 巴 政雄氏は平成23年６月29日開催の第62回定時株主総会において選任され就任いた
しました。同氏の就任後に開催された取締役会は11回であります。

　 ③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は社外役員全員との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額は、法令が規定する額とい

たしております。
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4. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

53百万円

　 ② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

53百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記金額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、下記に掲げる監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議

の目的とすることを請求いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。
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5. 業務の適正を確保するための体制

　当社の取締役会における業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）

の整備に関する決議の内容の概要は次のとおりであります。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

①法令順守はもとより企業倫理や環境問題等をはじめとする社会的責任に基づい

た企業行動の徹底を図るため、「世紀東急工業グループコンプライアンス行動規

範」を策定し、その周知に努めるとともに、必要に応じて見直しを行う。

②法令等順守に係る問題を一元的に管理するコンプライアンス担当部門を設置す

るとともに、各部門にコンプライアンス推進責任者を配置し、法令等順守の体

制を構築する。

③コンプライアンス担当部門にコンプライアンス相談窓口を設置し、法令等に違

反する行為に関する相談または通報を、当社およびグループ会社の従業員等か

ら直接受け付け、違反行為の未然防止、早期発見と是正を図る。なお、相談ま

たは通報された内容および調査結果等については、経営会議および取締役会に

報告する。

④市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切の関係

を持たず、また、不当要求に対しては毅然とした態度で組織的に対応する。

⑤内部監査部門は、法令等順守状況に関する監査を実施し、その結果を経営会議

および取締役会に報告する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る文書ならびにその他の情報は、社内規程を整備し、

適切に保存および管理を行う。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①リスクの顕在化の防止およびリスクが顕在化した場合の損失の最小化を図るこ

とを目的として、社内規程を整備し、リスク管理体制等、リスク管理に関する

基本的事項を定め、周知徹底を図る。

②大規模災害等による被害や損失の最小化を図るため、事業継続計画を策定し、

緊急事態発生時の対応等に関する基本的事項を定め、周知徹底を図る。

③内部監査部門は、リスク管理状況に関する監査を実施し、その結果を経営会議

および取締役会に報告する。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

①執行役員制度を導入することにより、経営の意思決定・監督と業務執行の機能

を明確に分離し、また、取締役会において各執行役員の業務分担を決議すると

ともに、執行役員および使用人の職務と権限を定めた社内規程を整備すること

により、権限と責任の所在を明確にする。

②代表取締役社長の諮問機関として、執行役員等で構成する経営会議を設置し、

経営に関する重要事項について審議および報告することにより、迅速かつ慎重

な意思決定を行うとともに、業務執行の状況を監督する。

③中期または各年度の事業計画を策定するとともに、経営会議および取締役会に

おいて、定期的に各事業部門における進捗状況を確認、評価し、また必要に応

じて見直しを行う。

④重要な情報が識別され、適切に経営層に報告されるための、また、指示事項が

組織全体に確実に伝達されるための仕組みを整備・運用する。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

①「東急グループコンプライアンス指針」ならびに「世紀東急工業グループコン

プライアンス行動規範」等に基づき、コンプライアンスを含めたＣＳＲ活動を

一体的に推進するとともに、ブランド価値の維持・向上に努める。

②財務報告の適正性を確保するため、当社およびグループ会社を対象とした内部

統制システムを整備・運用する。なお、当社およびグループ会社の取締役は、

適正な財務報告書を作成することが社会的信用の維持・向上のためにきわめて

重要であることを認識するとともに、全役職員に対し、あらゆる機会を捉え周

知徹底を図る。

③グループ会社の業務運営に対し、定期的に所管部門によるモニタリングを実施

する。また、内部監査部門は、グループ会社に関する監査を実施し、その結果

を経営会議および取締役会に報告する。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

　監査役の職務を補助すべく、コンプライアンス担当部門の所属員は、必要に応

じ、監査役の指示に基づきその職務を行うこととする。また、当該所属員の異

動については、あらかじめ監査役に報告し、その意見を徴することとする。
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(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役の監査が実効

的に行われることを確保するための体制

①重要な意思決定の過程ならびに業務の執行状況の把握に資するため、取締役会

およびその他重要な社内会議への監査役の出席の機会を確保する。また、重要

リスクについて監査役に報告するとともに、リスク管理の状況について監査役

と協議することとする。

②代表取締役社長と監査役は、定期的に会合を行い、監査役監査の環境整備およ

び監査上の重要な課題等について意見および情報を交換する。

③監査役が実施するヒアリングおよび往査において、各部門長ならびにグループ

会社代表者は、監査役の要請に応じ、必要な報告・情報を提供するとともに、

必要に応じて意見の交換を行う。

④内部監査に関し、適宜、監査結果の報告等を行い、監査役と内部監査部門との

緊密な連携を保つこととする。

⑤監査役と会計監査人は、定期的な連絡会等を行い、会計監査の実施状況等につ

いて意見および情報を交換する。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 記載金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

百万円 百万円

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

土 地

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

33,706

783

18,066

8,528

357

2,434

3,626

△90

15,890

15,142

1,594

1,857

11,690

127

621

246

886

293

△804

流 動 負 債 36,767

支払手形・工事未払金等 21,503

短 期 借 入 金 8,659

未 払 法 人 税 等 80

未 成 工 事 受 入 金 4,977

完成工事補償引当金 226

工 事 損 失 引 当 金 375

賞 与 引 当 金 368

そ の 他 576

固 定 負 債 4,028

退 職 給 付 引 当 金 3,935

そ の 他 93

負 債 合 計 40,796

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 8,798

資 本 金 2,000

資 本 剰 余 金 500

利 益 剰 余 金 6,318

自 己 株 式 △20

その他の包括利益累計額 3

その他有価証券評価差額金 3

純 資 産 合 計 8,801

資 産 合 計 49,597 負債純資産合計 49,597

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高

完 成 工 事 高 45,121

製 品 売 上 高 19,541

不 動 産 事 業 等 売 上 高 155 64,818

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 42,514

製 品 売 上 原 価 16,011

不 動 産 事 業 等 売 上 原 価 109 58,634

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 2,607

製 品 売 上 総 利 益 3,530

不 動 産 事 業 等 総 利 益 45 6,183

販売費及び一般管理費 3,889

営 業 利 益 2,294

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 5

土 地 賃 貸 料 17

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 15

そ の 他 18 57

営 業 外 費 用

支 払 利 息 140

そ の 他 33 173

経 常 利 益 2,178

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15

受 取 補 償 金 72

補 助 金 収 入 46 134

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 314

固 定 資 産 除 却 損 24

そ の 他 4 342

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,970

法人税、住民税及び事業税 83

少数株主損益調整前当期純利益 1,886

当 期 純 利 益 1,886

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

（単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,000 500 6,062 △19 8,542

連結会計年度中の変動額

当 期 純 利 益 1,886 1,886

自己株式の取得 △1,620 △1,620

自己株式の処分 △0 0 0

自己株式の消却 △1,620 1,620 ―

連結除外による減少高 △10 △10

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 256 △0 255

当 期 末 残 高 2,000 500 6,318 △20 8,798

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 2 2 8,544

連結会計年度中の変動額

当 期 純 利 益 1,886

自己株式の取得 △1,620

自己株式の処分 0

自己株式の消却 ―

連結除外による減少高 △10

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

1 1 1

連結会計年度中の変動額合計 1 1 256

当 期 末 残 高 3 3 8,801

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

Ⅰ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　1. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の状況

連結子会社の数 ５社

当連結会計年度において連結子会社の株式売却により１社、

重要性が低下したことにより１社除外しております。
連結子会社の名称 新世紀工業株式会社

エスティ建材株式会社

エス･ティ･サービス株式会社

やまびこ工業株式会社

みちのく工業株式会社

　 (2) 非連結子会社の状況

非連結子会社の数 １社

非連結子会社の名称 中外エンジニアリング株式会社

非連結子会社１社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益の持分に

見合う額及び利益剰余金の持分に見合う額等は、いずれも連結計算書類に及ぼす

影響が軽微であるため、連結の範囲から除外しております。

　2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用の会社はありません。

持分法非適用の非連結子会社の名称

中外エンジニアリング株式会社

持分法非適用の関連会社の名称

ガルフシール工業株式会社

能登アスコン株式会社

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社の過去５年間における平均の当期純損

益のうち持分に見合う額及び利益剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合

計額は、いずれも僅少であり、連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりませ

ん。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結決算期と一致しております。

　4. 会計処理基準に関する事項

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの… 移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

材料貯蔵品

移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）
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　 (3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっております。ただし、平成10年４月

１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ・ 構 築 物 … ７～50年

機械・運搬具・工具器具備品 … ５～７年

② 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間 (５年）に基

づく定額法によっております。

③ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　 (4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金は、完成工事のかし担保等の費用に充てるため、当連結会計年度

及び過年度の実績率を基礎に将来の支出見込みを勘案して計上しております。

③ 工事損失引当金は、工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末

における工事受注契約に係る損失見込額を計上しております。

④ 賞与引当金は、当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上することとしておりま

す。

⑤ 退職給付引当金は、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、

15年による按分額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費用処理しております。

　 (5) 収益及び費用の計上基準

（完成工事高の計上基準）

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

　5. その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度を適用しております。

＜追加情報＞

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12

月４日）を適用しております。
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Ⅱ. 連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 18,327百万円

　2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産 建 物 455百万円

土 地 9,074百万円

② 担保に係る債務 短 期 借 入 金 8,650百万円

　3. 破産更生債権等と貸倒引当金の直接減額表示

債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該引当金 (当連結会

計年度末12,174百万円）を債権から直接減額しております。

Ⅲ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式総数

普通株式 187,072,037株

Ａ種優先株式 4,000,000株

Ｂ種優先株式 1,830,000株

　2. 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 206,266株

　3. 当連結会計年度中に取得した自己株式の種類及び金額

普通株式 0百万円

Ａ種優先株式及びＢ種優先株式 1,620百万円

　4. 当連結会計年度中に消却した自己株式の種類及び金額

Ａ種優先株式及びＢ種優先株式 1,620百万円

Ⅳ. 金融商品に関する注記

　 (1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。

受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理をもってリスク低減

を図っており、短期貸付金は、主に東急グループ全体で統合管理するキャッシュマネジメ

ントシステムに係るものであります。また、投資有価証券は株式であり、上場株式につい

ては四半期ごとに時価の把握を行っております。

短期借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

　 (2) 金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金預金 783 783 ―

受取手形・完成工事未収入金等 18,066 18,066 ―

短期貸付金 2,434 2,434 ―

投資有価証券 38 38 ―

支払手形・工事未払金等 (21,503) (21,503) ―

短期借入金 (8,659) (8,659) ―

　※ 負債に計上されているものについては（ ）で示しております。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1) 現金預金、受取手形・完成工事未収入金等並びに短期貸付金は、全て短期間で決

済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

(2) 投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
(3) 支払手形・工事未払金等は、全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
(4) 短期借入金の主なものは、１年以内返済予定の長期借入金（8,650百万円）を振

り替えたものであります。１年以内返済予定の長期借入金の時価につきまして
は、長期借入金の算定による元利金の合計額を同様の新規借入金を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額208百万円）は、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが困難と
認められるため「投資有価証券」には含めておりません。

Ⅴ. １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 31円50銭

１株当たり当期純利益 10円54銭

１株当たり純資産額は、期末純資産額から優先株式の払込金額2,915百万円を控除した、普通株

式に係る期末純資産額を普通株式の期末発行済株式数（自己株式を控除した株式数）で除して算

出しております。

Ⅵ. その他の注記

当社は平成22年３月に株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約

（当連結会計年度末タームローン残高8,650百万円）を締結しております。当該シンジケートロー

ン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

① 平成23年３月期以降の各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における純

資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期または平成21年３月期の期末日の貸借

対照表及び連結貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以上

にそれぞれ維持すること。

② 平成23年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損

失を計上しないこと。

③ 平成23年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して当期純

損失を計上しないこと。

④ 平成23年３月期以降の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー

計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオを15.0以下にそれぞれ維持すること。

上記、財務制限条項については、会計基準の変更があった場合には、当該変更による影響

について全当事者で協議することとなっております。
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貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

信 託 受 益 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

33,548

754

705

10,402

6,805

4

8,486

352

2,439

1,539

1,151

993

△88

15,629

14,724

1,575

1,419

71

11,657

83

821

238

163

17

886

422

△907

流 動 負 債 36,889

支 払 手 形 8,076

工 事 未 払 金 8,893

買 掛 金 4,377

短 期 借 入 金 9,060

未 払 法 人 税 等 66

未 成 工 事 受 入 金 4,914

完成工事補償引当金 226

工 事 損 失 引 当 金 375

賞 与 引 当 金 364

営 業 外 支 払 手 形 79

そ の 他 456

固 定 負 債 4,021

退 職 給 付 引 当 金 3,928

そ の 他 93

負 債 合 計 40,911

(純 資 産 の 部)

株 主 資 本 8,264

資 本 金 2,000

資 本 剰 余 金 500

資 本 準 備 金 500

利 益 剰 余 金 5,784

その他利益剰余金 5,784

繰 越 利 益 剰 余 金 5,784

自 己 株 式 △20

評価・換算差額等 3

その他有価証券評価差額金 3

純 資 産 合 計 8,267

資 産 合 計 49,178 負債純資産合計 49,178

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高

完 成 工 事 高 43,883

製 品 売 上 高 19,484 63,367

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 41,532

製 品 売 上 原 価 15,954 57,487

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 2,350

製 品 売 上 総 利 益 3,529 5,879

販売費及び一般管理費 3,793

営 業 利 益 2,086

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 7

土 地 賃 貸 料 18

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 19

そ の 他 25 69

営 業 外 費 用

支 払 利 息 140

そ の 他 32 173

経 常 利 益 1,982

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15

子 会 社 株 式 売 却 益 48

受 取 補 償 金 72

補 助 金 収 入 46 182

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 314

固 定 資 産 除 却 損 23

そ の 他 3 341

税 引 前 当 期 純 利 益 1,823

法人税、住民税及び事業税 4

当 期 純 利 益 1,819

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

（単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,000 500 500 5,584 5,584

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 1,819 1,819

自己株式の取得

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却 △1,620 △1,620

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 199 199

当 期 末 残 高 2,000 500 500 5,784 5,784

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △19 8,064 2 2 8,066

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 1,819 1,819

自己株式の取得 △1,620 △1,620 △1,620

自己株式の処分 0 0 0

自己株式の消却 1,620 ― ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額)

1 1 1

事業年度中の変動額合計 △0 199 1 1 200

当 期 末 残 高 △20 8,264 3 3 8,267

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの… 移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産及び未成工事支出金 … 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

材料貯蔵品 … 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

　 (3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっております。ただし、平成10年４月

１日以後の新規取得の建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ・ 構 築 物 … ７～50年

機 械 ・ 運 搬 具 … ５～７年

② 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

　 (4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金は、完成工事のかし担保等の費用に充てるため、当事業年度及び

過年度の実績率を基礎に将来の支出見込みを勘案して計上しております。

③ 工事損失引当金は、工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末における工

事受注契約に係る損失見込額を計上しております。

④ 賞与引当金は、当期の負担すべき支給見込額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金は、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、15年による

按分額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞれ翌期から費用処理しております。

　 (5) 収益及び費用の計上基準

（完成工事高の計上基準）

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。
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　 (6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度を適用しております。

＜追加情報＞

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24

号 平成21年12月４日）を適用しております。

2. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 17,432百万円

　 (2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産 建 物 445百万円

土 地 9,074百万円

② 担保に係る債務 短 期 借 入 金 8,650百万円

　 (3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短期金銭債権 1,371百万円

② 長期金銭債権 155百万円

③ 短期金銭債務 864百万円

　 (4) 破産更生債権等と貸倒引当金の直接減額表示

債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該引当金（当事

業年度末12,121百万円）を債権から直接減額しております。

3. 損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

① 営業取引による取引高

　 売上高 3,851百万円

　 仕入高 1,001百万円

② 営業取引以外の取引による取引高 10百万円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

　 (1) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 206,266株

　 (2) 当事業年度中における自己株式の取得の内訳

普通株式 0百万円

Ａ種優先株式及びＢ種優先株式 1,620百万円

　 (3) 当事業年度中における自己株式の消却の内訳

Ａ種優先株式及びＢ種優先株式 1,620百万円
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5. 税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 1,178百万円

退職給付引当金 1,400百万円

工事損失引当金 142百万円

長期販売用会員権評価損 196百万円

ゴルフ会員権評価損 151百万円

減損損失 797百万円

賞与引当金 138百万円

繰越欠損金 11,876百万円

その他 355百万円

繰延税金資産小計 16,235百万円

評価性引当額 △16,235百万円

繰延税金資産合計 ―

繰延税金負債

資産除去債務等 4百万円

繰延税金負債合計 4百万円

6. 関連当事者との取引に関する注記

　 (1) 親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社

東急建設㈱
(被所有）
直接 15.9％

役員の兼任
工事の請負

完成工事高 2,234
完成工事
未収入金

450

取引条件及び取引条件の決定方針等

① 工事の請負については、工事ごとに見積額を提示した上で、一般取引先と同様の条件

で決定されております。

② 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

　 (2) 子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 新世紀工業㈱
(所有）
直接 100.0％

役員の兼任
舗装資材の
販売

製品売上高 1,059 売掛金 783

取引条件及び取引条件の決定方針等

① 舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案した上で販売単価を決定して

おります。

② 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。
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　 (3) 兄弟会社等

（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社
の子会社

東急ファイナンスアンド
アカウンティング㈱

―
運転資金の
貸借

資金の貸付
受取利息

2,422
0

短期貸付金 2,422

取引条件及び取引条件の決定方針等

① 資金管理を東急グループ全体で統合管理するキャッシュマネジメントシステムに係る

ものであり期末残高を記載しております。

② 利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

7. １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 28円64銭

１株当たり当期純利益 10円17銭

１株当たり純資産額は、期末純資産額から優先株式の払込金額2,915百万円を控除した、普通株

式に係る期末純資産額を普通株式の期末発行済株式数（自己株式を控除した株式数）で除して算

出しております。

8. その他の注記

当社は平成22年３月に株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約

（当事業年度末タームローン残高8,650百万円）を締結しております。当該シンジケートローン契

約には、以下の財務制限条項が付されております。

① 平成23年３月期以降の各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における純

資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期または平成21年３月期の期末日の貸借

対照表及び連結貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以上

にそれぞれ維持すること。

② 平成23年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損

失を計上しないこと。

③ 平成23年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して当期純

損失を計上しないこと。

④ 平成23年３月期以降の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー

計算書に係るトータル・レバレッジ・レシオを15.0以下にそれぞれ維持すること。

上記、財務制限条項については、会計基準の変更があった場合には、当該変更による影響

について全当事者で協議することとなっております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年５月24日

世紀東急工業株式会社

　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 片 桐 春 美 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 尾 浩 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、世紀東急工業株式会社の平成23年
４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、世紀東急工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成24年５月24日

世紀東急工業株式会社

　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 片 桐 春 美 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 尾 浩 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、世紀東急工業株式会社の平
成23年４月１日から平成24年３月31日までの第63期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第63期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の
整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報
告およびその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

　(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

　平成24年５月29日
世紀東急工業株式会社 監査役会

常勤監査役 髙 田 周 治 ㊞
常勤監査役 菊 地 隆 ㊞
社外監査役 岩 田 哲 夫 ㊞
社外監査役 富 田 勉 ㊞
社外監査役 下 澤 賢 治 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

　議案および参考事項

　 第１号議案　取締役８名選任の件

　現在の取締役全員（８名）は、今回の定時株主総会終結の時をもって任期満

了となりますので、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社の
普通株式の数

１

さ と う と し あ き

佐 藤 俊 昭

(昭和25年５月13日生)

昭和49年４月 東急道路㈱入社 株

平成10年４月 当社経理部長

13,000

平成16年６月 当社取締役

平成21年６月 当社執行役員

平成22年４月 当社常務執行役員

平成24年４月 当社取締役社長（現）

平成24年４月 当社社長執行役員（現）

２

こ で ら ひ ろ し

小 寺 浩

(昭和21年10月22日生)

昭和45年４月 東急道路㈱入社

23,000

平成14年４月 当社生産本部合材部長

平成16年６月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役

平成21年６月 当社取締役社長

平成21年６月 当社社長執行役員

平成24年４月 当社取締役相談役（現）

３

さ い と う か ず ひ こ

齋 藤 　 一 彦

(昭和26年10月31日生)

昭和49年４月 東急道路㈱入社

8,000

平成19年６月 当社事業推進本部事業推進部長

平成21年６月 当社取締役（現）

平成21年６月 当社執行役員

平成22年４月 当社常務執行役員

平成24年４月 当社専務執行役員（現）

平成24年４月 当社事業推進本部長 (現)

４

い い づ か つ ね お

飯 塚 恒 生

(昭和23年８月５日生)

昭和46年４月 東急建設㈱入社

0

平成16年６月 同社常務執行役員

平成18年６月 同社取締役兼常務執行役員

平成21年６月 同社取締役兼専務執行役員

平成22年４月 同社取締役社長（現）

平成22年６月 当社取締役（現）

［重要な兼職の状況］

　東急建設㈱代表取締役社長
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社の
普通株式の数

※
５

ふ る か わ つ か さ

古 川 司

(昭和33年２月７日生)

昭和55年４月 東急道路㈱入社 株

平成20年４月 当社財務部長
10,000

平成23年４月 当社執行役員（現）

平成24年４月 当社管理本部長兼経営企画部長（現）

※
６

さ さ き ま さ ひ ろ

佐 々 木 正 博

(昭和33年11月１日生)

昭和58年４月 当社入社

2,000
平成23年４月 当社執行役員（現）

平成23年４月 当社事業推進本部製品事業部長（現）

平成24年４月 当社事業推進本部副本部長（現）

※
７

ひ ら も と き み お

平 本 公 男

(昭和30年４月20日生)

昭和53年４月 当社入社

28,050
平成21年10月 当社事業推進本部工務部長（現）

平成24年４月 当社執行役員（現）

平成24年４月 当社事業推進本部副本部長（現）

※
８

お お は た と し あ き

大 畠 俊 昭

(昭和28年６月13日生)

昭和51年４月 東京急行電鉄㈱入社

0

平成21年５月 同社執行役員（現）

平成21年６月 同社取締役（現）

［重要な兼職の状況］

　東京急行電鉄㈱取締役

(注) 1. ※印は、新任の取締役候補者であります。
2. 取締役候補者飯塚恒生氏は、東急建設㈱の代表取締役社長を兼務しており、同社と当社と

の間には工事の請負等の取引があります。また、同社は当社と同一の部類に属する事業を
行っております。
なお、その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

3. 飯塚恒生、大畠俊昭の両氏は社外取締役候補者であります。
　 なお、社外取締役候補者の選任理由等については、次のとおりであります。
　(1) 社外取締役候補者とした理由について
　 ① 飯塚恒生氏は、当社の主要株主である東急建設㈱の代表取締役社長であり、建設業界

における豊富な経験と幅広い知見に基づき、当社の経営全般にわたり有益な指導・助
言をいただけるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、東急建設㈱と当社の間には工事の請負等の取引がありますが、同社との間に特
別の取引条件その他事業上の制約は存在しておりません。平成24年３月期における当
社の総売上高に占める同社に対する売上高の割合は５％未満であります。

　 ② 大畠俊昭氏は、東京急行電鉄㈱において長年にわたり業務・経営に携わられており、
その豊富な経験と幅広い知見に基づき、当社の経営全般にわたり有益な指導・助言を
いただけるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。な
お、東京急行電鉄㈱と当社の間には工事の請負等の取引がありますが、同社との間に
特別の取引条件その他事業上の制約は存在しておりません。平成24年３月期における
当社の総売上高に占める同社に対する売上高の割合は１％未満であります。

　(2) 当社の社外取締役に就任してからの年数
飯塚恒生氏の社外取締役在任期間は、今回の定時株主総会終結の時をもって２年となり
ます。

　(3) 社外取締役との責任限定契約について
当社は、飯塚恒生氏との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しており、当該契約に基づく責任限度額は、法令が規定する額としております。
また、大畠俊昭氏の選任についてご承認をいただいた場合、同氏との間にも上記と同じ
内容の契約を締結する予定であります。

4. 当社は、大畠俊昭氏を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出る予定であります。
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　 第２号議案　監査役３名選任の件

　監査役 髙田周治氏は、今回の定時株主総会終結の時をもって任期満了とな

ります。また、監査役 富田 勉、下澤賢治の両氏は、今回の定時株主総会終

結の時をもって辞任されることになりました。つきましては、監査役３名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 地 位 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社の
普通株式の数

１

た か だ し ゅ う じ

髙 田 周 治

(昭和24年８月17日生)

昭和47年４月 東急建設㈱入社 株

平成20年４月 同社管理本部財務部専任部長
0

平成20年６月 当社総務人事部担当部長

平成20年６月 当社常勤監査役（現）

※
２

か な い け ん じ

金 井 健 至

(昭和27年５月11日生)

昭和50年４月 東急建設㈱入社

0

平成20年４月 同社建築総本部建築本部調達部長

平成22年４月 同社建築総本部建築本部原価企画部

専任部長
平成24年４月 同社建築総本部建築本部建築部専任

部長（現）

※
３

ま え の あ つ よ し

前 野 淳 禎

(昭和31年７月９日生)

昭和55年４月 東急建設㈱入社

0
平成15年10月 同社広域本部名古屋支店総務部長兼

安全環境品質部長
平成21年１月 同社監査役事務局長（現）

(注) 1. ※印は、新任の監査役候補者であります。
2. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 金井健至、前野淳禎の両氏は社外監査役候補者であります。
　 なお、社外監査役候補者の選任理由等については、次のとおりであります。
　(1) 社外監査役候補者とした理由について

金井健至、前野淳禎の両氏は、当社の主要株主である東急建設㈱において、それぞれ資
材調達、監査役補佐をはじめ多岐にわたる業務に携わられた経歴を有することから、そ
の豊富な知識、経験に基づき、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと
判断し、選任をお願いするものであります。なお、東急建設㈱と当社の間には工事の請
負等の取引がありますが、同社との間に特別の取引条件その他事業上の制約は存在して
おりません。平成24年３月期における当社の総売上高に占める同社に対する売上高の割
合は５％未満であります。

　(2) 社外監査役との責任限定契約について
金井健至、前野淳禎の両氏の選任についてご承認をいただいた場合、当社は両氏との間
に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。な
お当該契約に基づく責任限度額は、法令が規定する額といたします。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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■株主総会会場ご案内図

メルパルク東京 ４階 孔雀
東京都港区芝公園二丁目５番20号

会場が前回までと異なりますので、お間違えのないようご注意下さい。

交通のご案内
●JR・モノレール 浜松町駅（北口）から徒歩約８分
●都営地下鉄三田線 芝公園駅（A３出口）から徒歩約２分
●都営地下鉄浅草線・大江戸線 大門駅（A３出口）から徒歩約４分

お願い：お車でのご来場はご遠慮下さいますようお願い申し上げます。
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